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1 交付金の交付対象事業は、地方公共団体が行う住宅・建築物アスベスト改修事業（都

道府県が所有する建築物を対象とする事業を除く。）並びに住宅・建築物アスベスト改

修事業を行う民間事業者等に対する地方公共団体の補助事業とする。 

ただし、アスベスト含有調査等に関する事業については、建築物石綿含有建材調査

者による調査に基づき実施するものを交付対象事業とし、アスベスト除去等に関する

事業については、その事業の計画の策定等を建築物石綿含有建材調査者が行うととも

に、当該計画に基づく現場体制に基づき実施するものを交付対象事業とする。 

2 交付金の交付対象となる事業は、令和７年度末までに着手したものを対象とする。

ただし、市区町村が所有する建築物については、アスベスト調査台帳（小規模建築物

を含む。）を整備している地方公共団体管内に存するものに限る。また、アスベスト含

有調査等にあっては、次に掲げる要件に該当するものでなければならない。 

イ 市区町村が所有する建築物を対象としたアスベスト含有調査等にあっては、平成

29 年度末までに事業主体が作成するアスベスト含有調査等に関する計画に記載さ

れた建築物であること。 

ロ 民間建築物に対するアスベスト含有調査等にあっては、次の(1)及び(2)の要件を

満たすものであること。 

(1) 事業主体において、平成 29 年度末までに業界団体等の参加する連絡会議を

設置すること（準備会議の開催等、連絡会議への着手を含む。）。 

(2)  アスベストの含有の有無に係る調査の対象となる住宅・建築物が、アスベス

ト対策に係る建築物のデータベースに記載されたものであること。 

 

 

イ－１６－（１２）-③がけ地近接等危険住宅移転事業 

 

１. 定義 

1 がけ地近接等危険住宅移転事業とは、危険住宅の移転を促進するため、事業主体が事

業推進経費に係る事業を行い、危険住宅の移転を行う者に対し、次に掲げる経費につ

いて補助する事業（以下イ-１６-（１２）-③関係部分において「移転事業」という。）

をいう。 

イ 危険住宅の除却等に要する経費 

ロ 危険住宅に代わる住宅の建設（購入を含む。）及び改修に要する経費 

2 イ-１６-（１２）-③において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

一 危険住宅 

がけ地の崩壊等による危険が著しいため、次のイからニまでのいずれかの区域に

存する既存不適格の住宅（当該区域の指定等により建築制限の基準に適合しないこ

ととなったものに限る。）、次のホの区域に存する既存の住宅（次号の許可基準に適

合しないものに限る。）又は次のイからトまでのいずれかの区域に存する住宅（建築

後の大規模地震、台風等により安全上又は生活上の支障が生じたものであって、地

方公共団体が移転勧告、是正勧告、避難指示等を行ったものに限る。）をいう。ただ

し、避難指示については、当該指示が公示された日から六月を経過している住宅に

限る。 

Highlight
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イ 建築基準法第 39 条第１項に基づき地方公共団体が条例で指定した災害危険区域

（以下７．において「災害危険区域」という。） 

ロ 建築基準法第40条に基づき地方公共団体が条例で建築を制限している区域 

ハ 都市計画法第12条の４に基づき地方公共団体が定めた地区計画の区域 

ニ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下この項

において「土砂災害防止法」という。）第９条に基づき都道府県知事が指定した土砂

災害特別警戒区域（以下７．において「土砂災害特別警戒区域」という。） 

ホ 特定都市河川浸水被害対策法第 56 条に基づき都道府県知事が指定した浸水被害

防止区域 

ヘ 土砂災害防止法第４条第１項に定められた基礎調査を完了し、ニに掲げる区域に

指定される見込のある区域 

ト 事業着手時点で過去３年間に災害救助法の適用を受けた区域 

二 許可基準 

特定都市河川浸水被害対策法第 68 条に基づき前号ホの区域について定められた

許可の基準をいう。 

三 事業推進経費 

事業計画の策定、対象地域の調査等に要する費用をいう。 

 

２. 事業主体 

1 本事業は、市町村が行う。 

2 都道府県は、市町村が本事業を行うことが困難な場合その他特別の事情がある場合

において本事業を行うことができる。 

 

３. 事業計画 

1 事業主体は、移転事業を行おうとするときは、事業計画を策定しなければならない。

この場合において、市町村が事業主体であるときは都道府県と、都道府県が事業主体

であるときは関係市町村と、あらかじめ協議しなければならない。 

2 事業計画は、移転事業を実施しようとする地区ごとに作成するものとし、移転事業の

対象となる危険住宅に関する次の各号に掲げる事項を定めなければならない。 

イ 戸数 

ロ 移転方法の概要 

ハ 移転費用の概要 

ニ 移転計画 

ホ 跡地計画 

3 事業計画は、急傾斜地崩壊対策事業、地すべり防止事業、防災のための集団移転促進

事業等との調整を図って定められなければならない。 

 

４. 事業計画の周知徹底等 

1 事業主体は、事業計画を作成したときは、すみやかに当該事業計画を移転事業の対象

となる危険住宅の居住者に周知徹底させなければならない。 

2 事業主体は、事業計画の達成に係る実績を公表しなければならない。 
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５. 移転の促進 

事業主体は、事業計画にしたがって危険住宅の移転を行う者に対して必要な援助、指

導等を行い、移転の促進を図らなければならない。 

 

６. 危険住宅の除却等 

1 移転事業の対象となる危険住宅については、原則として除却するものとする。 

2 移転事業の対象となる危険住宅に代わる住宅については、原則として別の危険住宅

の購入・改修によるものであってはならない。 

 

７. 交付対象事業等 

1 交付金の交付の対象となる事業等は、表イ-１６-(１２)-２に掲げるものとする。 

 

 

表イ-１６-(１２)-２ がけ地近接等危険住宅移転事業に係る交付対象事業の内容等 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 移転の対象となる危険住宅に代わる住宅の新築については、原則として次の各号に

掲げる要件に適合するものでなければならない。 

一 土砂災害特別警戒区域外に存すること 

二 災害危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項に基

づき都道府県知事が指定した急傾斜地崩壊危険区域又は地すべり等防止法第３条第

１項に基づき主務大臣が指定した地すべり防止区域と重複する区域に限る。）外に

存すること 

三 都市再生特別措置法第 88 条第１項に規定する行為で同条第５項の規定に基づく

公表に係るものではないこと 

四 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第２条第１項第三号に規定す

る建築物エネルギー消費性能基準に適合すること 

 

８. 雑則 

この要綱の施行（令和６年４月１日）の際、現に改正前の要綱に基づき事業着手

しているものについては、なお従前の例による。 

 

経費 施行者 交付対象事業の内容 

危険住宅の除却等に要する経費 

（除却等費） 

危険住宅の移転を行う

者 

移転を行う者に対して危険住宅の除却等に

要する費用を交付する事業 

危険住宅に代わる住宅の建設（購

入を含む。）及び改修に要する経

費 

（建物助成費） 

危険住宅の移転を行う

者 

移転を行う者に対して、危険住宅に代わる

住宅の建設、購入（これに必要な土地の取

得を含む。）及び改修をするために要する資

金を金融機関、その他の機関から借入れた

場合において、当該借入金利子（年利率

8.5％を限度とする。）に相当する額の費用

を交付する事業 

事業推進経費 地方公共団体 事業計画の策定、対象地域の調査等 


